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全国的に少子化問題、出生数の伸び悩みが課題であり、本市においても同様である。
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住宅の新増改築を行い新たに３世代家族となる世帯に対し、工事費用や固定資産税にかかる負担を支援し、
３世代家族形成を促すことで子育てしやすい環境づくりにつなげ、出生数の増加及び定住促進を図る。
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根 拠 法 令 等 島原市３世代ファミリー応援事業（新増改築補助）補助金交付要綱

年度

事 務 事 業 評 価 票 [ 市 単 独 補 助 金 ] 4 年度令和

担当課 シティプロモーション課

整理番号
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補 助 金 （ 事 業 ） 名

2,423

会 費 等

市 補 助 金

補助金交付内容等

〈 積 算 基 礎 等 ）

住宅の新増改築を行い新たに３世代家族となる場合、工事費用等を支援する。
・補助額：工事にかかる費用の1/2(工事の翌年度・翌々年度：固定資産税相当額の1/2)
・限度額：300,000円（※市内に本社・支社・営業所等がある業者が改修工事を行った場合、500,000円）
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年度の当該団体等の事業費の主な内訳  (市補助金が充当されていると思われるものから順に記載)  （単位：千円）
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◎１次評価（自己評価）

（ ）

（ ）

◎２次評価

◎３次評価

予算措置額の増減：

備
考

⇒ 0

備　　考

　３世代家族の形成を推進することにより、子育ての負担軽減や家族の絆の再生と出生数の増加につなげる目的は十分に
理解できる。今後、補助金受給者へのアンケートなどを行い、各種子育てや移住・定住政策に活かしていただきたい。

判　　　定

評　価　結　果　を　踏　ま　え　た　次　年　度　予　算　へ　の　反　映　状　況　　（☑）

○視点別分析
視　  　　　　点 現　状　分　析 説　　　　　　　　　　　　明

② 市 の 関 与 の 必 要 性 行政が行うべきもである。

① 助 成 事 業 の 効 果

③ 団 体 の 事 業 内 容 や

助成の在り方等の見直し
の

総 合 評 価

判
　
定

該当なし

　必要性

  Ｂ　見直しのうえで実施

○総合評価と今後の方向性
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見
直
し
の

方
向
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判　　　定

　今後の課題と見直しの
　方向性（総合評価判定が
  Ｂ１～Ｂ４の場合）

課
 

題

財源として県補助金が入っているため、県の制度見直しに伴って改正していくことはあるが、問い合
わせ、申請共に件数は上昇傾向にあるため継続実施が妥当と考える。

問い合わせ件数、申請件数は多く、需要が高い。

千円

休止･廃止の具体的方向性

判
定
理
由

意図した効果があがっている

ある程度効果がある。

あまり効果がない

分析できない

事業効果は後年度

必要性は薄れていない

少し薄れている

薄れている

不明

該当しない

見直しの必要はない

検討の余地はある

見直しの必要あり

補助額の削減

B1 事業規模の拡大 B2 事業規模の縮小

B3 事業内容の改善 B4 その他の見直し

Ａ 継続(特段の見直しは行わない）

Ｃ 休止（隔年実施など）

Ｄ 廃止（終期の設定も含む）

補助額の増加 補助の休止若しくは廃止 現状維持


